










































Resources and Accounts Act 2000; GRAA）および政府財務報告マニュアル

































and Auditor General, National Audit Office）の監査報告書が収録されている。
もちろん，WGAの中核部分は，連結収益費用計算書，連結包括利益計算書，
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Officer）である Julian Kelly 氏によって承認されたものである。









には，当期純利益または純損失（profit or loss for the year）が表示されるが，




































（出典）　HM Treasury, Whole of Government Accounts: Year Ended 31 March 2014 (The 2013-





















































































（出典）　The 2013-14 WGA, pp. 53-54.









































積立金 積立金 積立金 合　計
十億ポンド 十億ポンド 十億ポンド 百万ポンド
納税者持分の変動額
2012年４月１日現在 1,588.9 （238.8） （3.2） 1,346.9
　　2013年３月31日終了年度の純費用 178.7 ─ ─ 178.7
　　有形固定資産の再評価差益 ─ （7.1） ─ （7.1）
　　売却可能金融資産の再評価差益 ─ （5.6） ─ （5.6）
　　年金負債に係る保険数理差損 97.4 ─ ─ 97.4
　　受贈資産および政府贈与資産の受入れ ─ ─ ─ ─
　　その他の積立金変動額 19.2 ─ 0.1 19.3
　　積立金間の振替 （2.0） 2.6 （0.6） ─
2013年３月31日現在 1,882.2 （248.9） （3.7） 1,629.6
　　修正再表示 （5.6） 3.9 ─ （1.7）
2013年３月31日（修正再表示後） 1,876.6 （245.0） （3.7） 1,627.9
　　2014年３月31日終了年度の純費用 148.6 ─ ─ 148.6
　　有形固定資産および無形固定資産の再評価差益 ─ （10.8） ─ （10.8）
　　売却可能金融資産の再評価差益 ─ （8.7） ─ （8.7）
　　年金負債に係る保険数理差損 83.5 ─ ─ 83.5
　　受贈資産および政府贈与資産の受入れ 1.9 （0.1） ─ 1.8
　　その他の積立金変動額 9.3 0.2 ─ 9.5
　　積立金間の振替 （8.2） 7.8 0.4 ─
2014年３月31日現在 2,111.7 （256.6） （3.3） 1,851.8
（出典）　The 2013-14 WGA, p. 55.
　図表４は，WGAの連結納税者持分変動計算書（Consolidated Statement of 
















































（出典）　The 2013-14 WGA, p. 56.

























報告主体である（The 2013-14 WGA, p. 172）。具体的には，WGAの付録に列
挙されているが，中央政府を構成する省庁はもちろん，地方政府，中央銀行であ
るイングランド銀行（Bank of England）を含むその他の公益社団（public cor-
porations）等も含まれている（annex 1）。連結の範囲の決定については，IFRS


























































































































1.22.1）。しかし，その取扱いは一様ではなく，RBS（Royal Bank of Scot-
land）への持分投資は金融資産とされ，全部連結の対象とされない一方で，






































2013－14 2012－13 2013－14 2012－13
％ ％ ％ ％
昇給率 4.5 4.0 1.0－5.1 1.0.5.2
年金支給額の増加率 ─ ─ 2.3－4.6 1.0－4.5
割引率－実質 1.8 2.4 ─ ─
割引率－名目 ─ ─ 3.6－4.6 3.9－5.1
物価上昇率 2.5 1.7 1.0－4.5 1.0－5.1









































































































る（The 2013-14 WGA, pp. 33-38）。
⑼　http://www.gov.uk/government/publications（2016年１月閲覧）
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知りたければ，労働年金庁の連結財務諸表を入手すればよい⑽。
　このように，英国の政府部門に関する開示制度は，その概観を得ることも，
詳細な情報を得ることも可能なものとなっている。
（2）多様な事業活動の集約──企業会計方式への収斂
　公的部門の組織体とはいえ，その活動の内容は多様であり，WGAにおいて
は，さまざまな組織体が連結の対象となる⑾。その結果，幅のある活動を，よ
り現金主義的な会計で統一していくのか，より発生主義的な会計で統一してい
くのか，という問題が生じる。WGAでは，さまざまな組織体の活動を中央政
府の活動としてよりも，企業の活動へと収斂させてとらえ，その会計は，公会
計の性格よりも，企業会計の性格のほうが色濃くなっている⑿。さらに，IFRS
をベースにした会計方針については，企業会計に関する知識を有する利用者に
とって理解可能性が高いという利点も認められよう。
（3）見積もりや判断の多用
　IFRS に代表されるような企業会計の考え方が導入されると，多くの会計処
理において見積もりや判断の要素が増えてくる。発生主義の導入による減価償
却や見越しおよび繰延べといった，キャッシュ・フローを単純に比例的に期間
配分する会計処理はもちろん，資産負債アプローチに基づく資産の公正価値測
定，将来キャッシュ・フローの見積もりに基づいた負債（引当金）の設定など
の会計処理も含まれる。
─────────────────
⑽　企業会計においては，親会社が作成する連結財務諸表に記載されている内容を掘り下げるため
に，子会社の個別または連結財務諸表を調べようと思っても，必ずしも入手が容易なわけではない。
⑾　ただし，WGAにおいても，政府系金融機関は除かれ，さらに一時的に国有化しているような金
融機関も除かれている。
⑿　企業的な性格が強い組織体が発生主義を採用している場合，これを他の公的主体の財務諸表と連
結する際に現金主義に組み替えていくのは，発生主義の適用によって得られた情報が現金主義で連
結することによって失われてしまうという問題が生じる。
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　公会計においては，公的主体の事業が超長期に至るものも少なくなく，資産
や負債の再測定に際しては，会計上の見積もりや判断に起因する測定の不確実
性が増幅される面がある⒀。
６．おわりに
　本稿では，英国におけるWGAの連結財務諸表を概観し，その特徴や課題に
ついて検討を加えてきた。
　英国における政府部門に属する組織体のほとんどを連結の範囲に含めて作成
した連結財務諸表は，その利用者が政府部門全体の財政状態，経営成績および
キャッシュ・フローの状況を理解するうえで大いに役立つと考えられるうえ，
連結の範囲に含まれる組織体についてもそれぞれに固有の財務諸表を入手する
ことが可能であり，概観を得るのと同時に詳細な情報を得ることも可能な開示
制度となっていることを指摘した。
　また，IFRS をベースに作成されるWGAの連結財務諸表には，企業会計に
関する知識を有する利用者にとって理解可能性が高いことなどの利点が認めら
れるが，会計上の見積もりや判断に起因する不確実性が含まれており，このこ
とが企業会計方式を導入した公会計における課題となってきていることを指摘
した。
　以上のように，英国におけるWGAの連結財務諸表は，今後の公会計のあり
方を考えるうえで，大いに参考になると思われる。
（付記） 　本研究は，JSPS 科研費（基盤（C）「統一公会計基準設定に向けた国内・国際
公会計基準の比較分析（研究代表：大塚宗春）」研究課題番号24530582）の助成
を受けたものである。
─────────────────
⒀　ただし，割引計算によって，超長期にわたるキャッシュ・フローの見積もりに付随する不確実性
は軽減されるという面もある。
